
証券コード：9322

インターネットまたは書面（郵送）による議決権行使期限

2025年６月24日（火曜日）午後５時まで

ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。
何卒ご理解いただきますようお願い申しあげます。

定時株主総会
招集ご通知

第168回

第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）

４名選任の件
第３号議案　監査等委員である取締役１名選任の件

決議事項

(末尾の株主総会会場のご案内をご参照ください。)
当社本店３階ホール
神戸市兵庫区七宮町１丁目４番16号場 所

2025年６月25日（水曜日）
午前10時

日 時
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株 主 各 位 証券コード 9322
2025年６月４日

神戸市兵庫区七宮町１丁目４番16号
川 西 倉 庫 株 式 会 社
代表取締役社長 川 西 二 郎

第168回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第168回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
なお、インターネットまたは書面（郵送）により事前に議決権をご行使いただく場合にはお手数

ながら、株主総会参考書類をご検討のうえ、「議決権行使についてのご案内」に従って、2025年６
月24日（火曜日）午後５時までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１ 日 時 2025年６月25日（水曜日）午前10時

２ 場 所 神戸市兵庫区七宮町１丁目４番16号 当社本店 ３階ホール
（末尾の株主総会会場のご案内をご参照ください。）

３ 目的事項 報告事項 １．第168期（2024年4月1日から2025年3月31日まで）事業報告、連
結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類
監査結果報告の件

２．第168期（2024年4月1日から2025年3月31日まで）計算書類報告
の件

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
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４ 電子提供措置に関す
る事項

本総会の招集に際しては、電子提供措置をとっております。以下のウェブ
サイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

＜当社ウェブサイト＞
https://www.kawanishi.co.jp/04IR/meeting.htm

電子提供措置事項は、東京証券取引所（東証）ウェブサイトにも掲載し
ております。「銘柄名（会社名）」に「川西倉庫」または「コード」に当
社証券コード「9322」（半角）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書
類／ＰＲ情報」の順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通
知／株主総会資料」欄よりご確認くださいますようお願い申しあげます。

＜東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）＞
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

以 上

● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、その旨、修正前の事項および修正後の事項を上記インターネット上の当社ウェブサイト
および東証ウェブサイトにおいて掲載いたしますのでご了承ください。

● 書面交付請求をいただいた株主様へお送りしている書面には、法令および当社定款第13条第２項の規定に基づき、電子提供措置事
項のうち、次に掲げる事項を記載しておりません。
①業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
②連結計算書類の連結注記表
③計算書類の個別注記表

したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類および計算書類は、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が
会計監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

● 本総会の決議結果につきましては、書面による決議通知のご送付に代えて、本総会終了後、上記の当社ウェブサイトに掲載させて
いただきます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会にご出席される場合 株主総会開催日時

2025年６月25日（水曜日）
午前10時
当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご
提出ください。

株主総会にご出席されない場合

インターネットで議決権を行使される場合 行使期限

2025年６月24日（火曜日）
午後５時00分入力完了分まで
当社指定の議決権行使ウェブサイト
(https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）
にアクセスしていただき、行使期限までに賛否をご入力くだ
さい。

詳細は次ページをご参照ください。

書面（郵送）で議決権を行使される場合 行使期限

2025年６月24日（火曜日）
午後５時00分到着分まで
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、行使期限までに到着するようご返送ください。

議決権を行使される場合の注意点
・インターネットおよび書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使とし
てお取り扱いいたします。

・インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
・議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。



見本見本
見本見本

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

見本見本

「次へすすむ」
をクリック

「議決権行使
コード」を入力

「次へ」をクリック

実際にご使用に
なる新しいパス
ワードを設定し
てください。

「初期パスワード」
を入力

「登録」をクリック

4

インターネットによる議決権行使のご案内
ログインQRコードを読み取る方法

「スマート行使」
議決権行使コード・パスワードを

入力する方法
議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議
決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使ウェブサイト

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
１ 同封の議決権行使書用紙に記載された
「スマートフォン用議決権行使ウェブサ
イトログインQRコード」を読み取って
ください。

２ 以降は画面の案内に従って賛否を
ご入力ください。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限
り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC
向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権
行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、再度議決権
行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷
移できます。

１ 議決権行使ウェブサイトに
アクセスしてください。

２ 議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

３ 議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

４ 以降は画面の案内に従って賛否を
ご入力ください。

※操作画面はイメージです。
インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル

0120-768-524 受付時間 年末年始を除く
午前９時〜午後９時
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案 剰余金処分の件
剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と位置付け、安定配当を継続すること

を基本とし、業績ならびに今後の事業展開等を勘案して配当を行う方針としております。
これらの方針に基づき、第168期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じ
ます。
① 配当財産の種類

金銭といたします。
② 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金14円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は109,284,658円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月26日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同

じ。）若松康裕、川西二郎、高杉 誠、笠原 謙、長島 聡の５氏が任期満了となります。
つきましては、取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任である

と判断しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏 名 現在の当社における地位および担当

１ かわ にし じ ろう

川西 二郎 代表取締役社長 再 任

２ たか すぎ まこと

高杉 誠 常務取締役
管理企画部門管掌 再 任

３ かさ はら けん

笠原 謙 取締役
国際部門・港運部門管掌 再 任

４ なが しま さとし

長島 聡 取締役
国内部門管掌 再 任
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候補者
番 号 １ かわ にし じ ろう

（1972年５月４日生）川西 二郎
所有する当社株式の数… 223,000株
在任年数………………… 13年
取締役会出席状況……… 17/17回

再 任

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）

1995年 4 月 安田火災海上保険株式会社
(現 損害保険ジャパン株式会社) 入社

2007年 6 月 大和製衡株式会社入社
2010年 4 月 当社入社総務部企画課長
2011年 4 月 当社営業統括室長
2012年 5 月 当社社長室長
2012年 6 月 当社取締役社長室長

2014年 6 月 当社常務取締役社長室長
2014年 7 月 当社常務取締役経営企画部長
2016年 5 月 当社常務取締役
2016年 6 月 当社常務取締役国際部門管掌
2017年 6 月 当社常務取締役管理企画部門管掌
2021年 4 月 当社代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
他社での豊富な業務経験を通じて培われた知見および当社経営企画部門、海外事業部門での業務
経験を通じた知見を有しており、引き続き取締役候補者としました。

候補者
番 号 ２ たか すぎ まこと

（1964年10月23日生）高杉 誠
所有する当社株式の数… 1,700株
在任年数………………… ８年
取締役会出席状況……… 17/17回

再 任

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）

1988年 4 月 株式会社富士銀行
(現 株式会社みずほ銀行) 入行

2008年 1 月 株式会社みずほ銀行
千里中央支店長

2011年10月 同行東大阪支店長
2013年 4 月 同行三鷹支店長

2016年 5 月 当社経理部付（出向）
2016年 6 月 当社経理部長（出向）
2016年10月 当社入社経理部長
2017年 4 月 当社経営企画部長
2017年 6 月 当社取締役経営企画部長
2021年 4 月 当社常務取締役管理企画部門

管掌（現任）

取締役候補者とした理由
金融業界に長く在籍した経験から、財務、会計に関する相当程度の知見および当社経営企画部門
での豊富な経験を有しておりますので、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号 ３ かさ はら けん

（1965年９月１日生）笠原 謙
所有する当社株式の数… 1,000株
在任年数………………… ６年
取締役会出席状況……… 17/17回

再 任

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）

1993年 4 月 当社入社
2004年 7 月 THAI KAWANISHI LIMITED（出向）
2014年10月 当社国際部次長
2016年 5 月 当社国際部長
2017年 4 月 当社執行役員国際部長
2019年 6 月 当社取締役国際部長

2020年 6 月 当社取締役国際部門管掌兼
国際部長

2021年 4 月 当社取締役国際部門・港運
部門管掌（現任）

取締役候補者とした理由
海外事業部門、営業分野における豊富な業務経験と、管理・運営業務に関する知見を有しており、
引き続き取締役候補者としました。

候補者
番 号 ４ なが しま さとし

（1965年９月17日生）長島 聡
所有する当社株式の数… 2,400株
在任年数………………… ５年
取締役会出席状況……… 17/17回

再 任

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）

1989年 4 月 当社入社
2013年 3 月 当社営業部次長
2015年 4 月 当社営業部長
2017年 4 月 当社執行役員営業部長
2019年 4 月 当社執行役員神戸支店長
2020年 6 月 当社取締役営業部門管掌
2021年 4 月 当社取締役国内部門管掌（現任）

取締役候補者とした理由
営業分野における豊富な業務経験と、管理・運営業務に関する知見を有しており、引き続き取締
役候補者としました。
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（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、当社の取締役（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第1項に規定する役員

等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、保険料は全額当社が負担しております。各候補者が取締役に選任され就
任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が塡補するものであり、１年ごとに更新してお
ります。
なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約の免責事項としており、また、塡補
する額についての限度額を設けることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じてお
ります。
次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
監査等委員である取締役 公江正典氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監

査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

再 任

社 外

独 立

こう え まさ のり

（1970年３月５日生）公江 正典
所有する当社株式の数… ―株
在任年数………………… ２年
取締役会出席状況……… 17/17回
監査等委員会出席状況… 14/14回

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）

1996年10月 朝日監査法人（現 有限責任
あずさ監査法人）入所

1998年 8 月 協立監査法人入所
2001年 4 月 公認会計士登録
2007年 6 月 協立監査法人社員
2020年 7 月 同法人代表社員（現任）

2023年６月 当社監査等委員である社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
直接会社経営に関与された経験はありませんが、公認会計士として、財務および会計に精通した
専門的知識を活かして経営へのアドバイスをしていただき、また、客観的・中立的立場で当社の
役員候補者の選定や役員報酬等について審議・監督を行っていただいており、今後も当社の企業
価値の持続的向上への貢献が期待されることから、社外取締役（監査等委員）としての職務を適
切に遂行いただけるものと判断し、引き続き監査等委員である社外取締役候補者としました。

（注）１．公江正典氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．公江正典氏は、社外取締役候補者であります。
３．公江正典氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、同氏の在任期間は、本総会終結の時をもって２年とな

ります。
４．当社は、公江正典氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、同氏の
再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

５．当社は、当社の監査等委員である取締役（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第1
項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、保険料は全額当社が負担しております。候補者が監査
等委員である取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が塡補するものであり、１年ごとに更新してお
ります。
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なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約の免責事項としており、また、塡補
する額についての限度額を設けることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じてお
ります。
次回更新時には同内容での更新を予定しております。

６．当社は、公江正典氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。同氏の再任が承認
された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。
なお、当社は、「社外取締役の独立性に関する基準」（本招集ご通知29頁ご参照）を設定しており、同氏は当該独立性基準を満た
しております。

【ご参考】本株主総会終結後の各取締役のスキルマトリックス
第２号議案・第３号議案の原案どおり候補者をご選任いただいた場合の各取締役のスキルマトリ

ックスは、以下のとおりとなります。

氏 名 属性 企業経営・サス
テナビリティ

営業戦略・
海外ビジネス 財務・会計 法務・コンプ

ライアンス
人事労務・

ダイバーシティ

川西 二郎 〇 〇 〇 〇 〇

高杉 誠 〇 〇 〇 〇

笠原 謙 〇

長島 聡 〇

八杉 勝英 社外
独立 〇 〇 〇

虎頭 信宏 社外
独立 〇 〇

公江 正典 社外
独立 〇 〇

※ガバナンス・リスクマネジメントにおいては、全取締役が知識・経験・能力を携え取り組んでお
ります。

以 上
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事業報告（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

１ 企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況
①事業の経過および成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果により、景気は

緩やかな持ち直しの動きがみられるものの、継続する物価上昇や米国の関税政策による影響の懸念
等もあり、景気の先行きは依然として不透明な状況にあります。
このような状況のもと、当社グループは2024年度を最終年度とする中期経営計画『Vision2024

物流イノベーションへの挑戦』で掲げる、物流センターの機能拡充や運送部門強化、海外物流業務
の強化による既存事業の拡大・強化、次世代型物流倉庫の建設や基幹システム再構築の検討など、
成長に向けた取組と戦略的投資の調査研究に取り組んでまいりました。
当連結会計年度においては、国内物流事業では、前期に好調だった港湾運送業務の取扱いが減少

しましたが、倉庫業務は保管単価の上昇等もあり収益面では増加し、運送業務についても好調に推
移いたしました。国際物流事業では、国際運送取扱業務が増加したこともあり、グループ全体での
営業収益は前期を上回る結果となりましたが、港湾運送業務の取扱いが減少した影響や人件費の増
加、また海外子会社の業績が低調に推移した影響もあり、営業利益、経常利益および親会社株主に
帰属する当期純利益は前期を下回りました。
その結果、当連結会計年度の営業収益は前期比2.2％増加の25,542百万円、営業利益は前期比

11.4％減少の1,027百万円、経常利益は前期比4.4％減少の1,179百万円、親会社株主に帰属する
当期純利益は前期比6.3％減少の746百万円となりました。

営業収益
25,542百万円

前期比 2.2％増

営業利益
1,027百万円

前期比11.4％減

経常利益
1,179百万円

前期比 4.4％減

親会社株主に
帰属する
当期純利益

746百万円

前期比 6.3％減
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セグメントごとの業績は、次のとおりであります。
■ 国内物流事業

営業収益 207億 8百万円 前期比1.6%増

セグメント利益 17億40百万円 前期比5.1%増

倉庫業
貨物の入庫高、出庫高および保管高は前期を下回りましたが、保管単価の上昇等により倉庫業全

体では前期を上回りました。
港湾運送業
港湾運送業務は、前期に好調だった反動もあり、神戸港での港湾運送取扱業務が減少したことに

より前期を下回りました。
貨物運送取扱業
貨物運送取扱業務は、貨物の取扱いが好調に推移したことにより前期を上回りました。

その他関連業務
通関業務等の手続業務については前期と同程度で推移いたしましたが、流通加工業務については

選別作業等の取扱いが増加し、物流施設の賃貸業務等も増加したことにより前期を上回りました。
その結果、国内物流事業の営業収益は前期比1.6％増加の20,708百万円となり、セグメント利益

は人件費の増加等がありましたが、営業収益の増加に加え修繕費等の減少もあり前期比5.1％増加の
1,740百万円となりました。

■ 国際物流事業

営業収益 44億75百万円 前期比5.3%増

セグメント利益 １億78百万円 前期比47.8%減

国際物流事業においては、2022年に設立したアメリカの子会社が当期より本格稼働したほか、
国際運送取扱業務が堅調に推移したことにより、営業収益は前期を上回りましたが、セグメント利
益については他の海外子会社の業績が低調に推移したことにより、前期を下回りました。
その結果、営業収益は前期比5.3％増加の4,475百万円、セグメント利益は前期比47.8％減少の

178百万円となりました。
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■ その他

営業収益 ３億75百万円 前期比0.9%増

セグメント利益 ２億43百万円 前期比0.1%減

不動産の賃貸事業および物流資材の販売事業ならびに太陽光発電の売電事業等のその他事業は、
営業収益は前期比0.9％増加の375百万円、セグメント利益は前期比0.1％減少の243百万円となり
ました。

セグメント別営業収益

区 分 当連結会計年度
2024年４月１日〜2025年３月31日 前期比（％）

国 内 物 流 事 業 （千円） 20,708,636 101.6
国 際 物 流 事 業 （千円） 4,475,340 105.3
報告セグメント計 （千円） 25,183,977 102.2

そ の 他 （千円） 375,640 100.9
合 計 （千円） 25,559,617 102.2

（注）セグメント間の内部取引消去前の数値によっております。

普通倉庫保管業務実績
期 別

区 分

当連結会計年度
（2024年４月１日〜2025年３月31日） 前期比（％）

数量（トン）
入 庫 高 940,519 95.4
出 庫 高 960,023 97.3

保 管 残 高
期 末 271,752 93.3
期 中 平 均 283,799 95.4
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冷蔵倉庫保管業務実績
期 別

区 分

当連結会計年度
（2024年４月１日〜2025年３月31日） 前期比（％）

数量（トン）
入 庫 高 49,788 103.7
出 庫 高 48,177 97.8

保 管 残 高
期 末 14,954 112.1
期 中 平 均 15,251 103.5

港湾運送業取扱トン数
期 別

区 分

当連結会計年度
（2024年４月１日〜2025年３月31日） 前期比（％）

数量（トン）
船 内 荷 役 688,130 88.9
艀 運 送 − −
荷 捌 1,207,133 86.2
船 積 43,342 85.2
合 計 1,938,605 87.1

②設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資額は1,395百万円で、主な内容はPT KAWANISHI WAREHOUSE

INDONESIAの倉庫用地849百万円、京浜支店関東物流センター杉戸営業所のマテハン機器117百
万円、名古屋支店金城営業所の冷却設備61百万円であります。

③資金調達の状況
上記設備投資に係る資金は、自己資金でまかないました。
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（2）財産および損益の状況

期 別
項 目

第165期
2021年４月 １日〜
2022年３月31日

第166期
2022年４月 １日〜
2023年３月31日

第167期
2023年４月 １日〜
2024年３月31日

第168期
2024年４月 １日〜
2025年３月31日

営 業 収 益 （百万円） 23,618 27,107 24,993 25,542
経 常 利 益 （百万円） 862 958 1,233 1,179
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （百万円） 523 1,492 796 746

１株当たり当期純利益 （円） 68.46 195.17 104.20 97.62
総 資 産 （百万円） 36,883 37,835 38,138 38,380
純 資 産 （百万円） 20,080 21,912 23,545 24,424
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（3）重要な親会社および子会社の状況
①親会社との関係
該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の
議決権比率 主要な事業内容

川西ファインサービス株式会社 3,000万円 100.0％ 倉庫荷役業、通関業
川西港運株式会社 2,900万円 100.0 港湾運送業、倉庫荷役業
株式会社メイサク 1,000万円 100.0 貨物自動車運送業
株式会社マルカ陸運 3,000万円 100.0 貨物自動車運送業
KAWANISHI LOGISTICS(S) PTE. LTD. 120万

シンガポールドル 100.0 国際運送取扱業

THAI KAWANISHI LIMITED 801万
タイバーツ 49.0 国際運送取扱業

PT KAWANISHI WAREHOUSE INDONESIA 61,526,580万
インドネシアルピア 53.6 倉庫業

KAWANISHI LOGISTICS(AMERICAS) INC. 87万
ユーエスドル 100.0 国際運送取扱業

（注）THAI KAWANISHI LIMITEDは、当社の議決権比率が49.0％でありますが、支配力基準の適用により連結子会社としております。

（4）対処すべき課題
当社グループを取り巻く経営環境は、日本経済では労働力不足等を背景に働き方改革の推進やAI

技術等の活用が進み、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果により、景気は緩やかな回復が見込
まれます。世界経済は、米国の通商政策等により先行きは不透明でありますが、アジア地域ではイ
ンドネシア等での人口増加に伴う経済発展により、輸出入量や消費市場のさらなる拡大が期待され
ます。
このような外部環境のもと、当社グループは、物流事業の収益力向上を図り企業価値のさらなる

向上をめざし、長期ビジョン『KAWANISHI2030』および中期経営計画『Vision2027事業領域の
拡大』（長期ビジョンのPhaseⅡ）において、次の基本方針を掲げ基本戦略、資本コストや株価を意
識した経営の実現に向けた対応に基づいて取り組んでまいります。
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１．基本方針
① 取引先顧客へのサービス向上を第一とし、当社のステークホルダーへの信頼関係の構築を維

持します。
② 健全な財務体質を意識しながら経営基盤の安定と強化を基本とし、筋肉質な体質を実現すべ

く、既存事業の利益改善を図ります。
③ これまでのビジネスモデルに捉われることなく、時代のニーズに合致した物流の構築を進め、

DXの推進やサステナビリティなどの社会課題に対応した企業を目指します。

２．基本戦略
「次世代型物流施設の計画推進」、「ASEAN投資」、「リコンストラクション（拠点／組織の再構
築）」は、三大重点戦略（三本の矢）として強力に推進してまいります。三本の矢の戦略はそれぞ
れが相互補完性を有しており、そのどれをも欠けさせることなく同時並行で確実に実行させるこ
とにより飛躍的な業績目標を実現いたします。
① 成長に向けた戦略的投資
♦次世代型物流施設の計画推進
♦ASEAN投資
♦国内における物流企業のM&A
♦基幹システム再構築
♦地球環境にやさしい物流構築／サステナビリティ推進室新設
♦資本政策の推進

② 社内体制の強化
♦リコンストラクション（拠点／組織の再構築）
♦統合報告書策定
♦ペーパーレス化推進によるオフィスワークの改革
♦RPAの導入による業務集約/労働負荷軽減
♦コンプライアンスの強化
♦システム化推進による競争力強化
♦営業体制の強化
♦ダイバーシティ＆インクルージョンへの対応
♦労働力不足に対応した人財戦略の強化
♦社内教育体制の充実
♦財務基盤の強化
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③ 既存事業の拡大・強化
♦物流拠点の機能拡充
♦運送部門強化
♦ASEAN物流拡大を起点とした長距離海上輸送などの海外物流業務の強化
♦メーカー物流の強化
♦通関体制の強化

３．資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応
長期ビジョン『KAWANISHI2030』とそれに向けたPhaseⅡの中期経営計画の達成に向けては、
中長期でのROEの向上を図るとともに、成長戦略や事業リスク、戦略実行状況等の明瞭な説明に
よるPERの改善および資本コストの逓減が必要と考え、対応方針を掲げております。
① 企業価値向上に向けた取組み
② 資本政策の推進
♦Vision2027達成に向けた投資の実施
（ASEAN投資／国内・海外M&A／物流拠点の機能拡充）

♦日本版ESOP等の導入
♦IRの強化、サステナビリティ推進
♦株主優待制度の拡充
♦配当性向目標35%
♦特別配当、自己株式取得の実施

今後も皆様の期待にお応えするよう引続き努力してまいりますので、変わらぬご支援を賜ります
ようお願い申しあげます。
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（5）主要な事業内容（2025年３月31日現在）
当社グループは、当社および連結子会社８社で構成されており、倉庫業を中心とした貨物の保

管・荷役業務、港湾運送業務、貨物運送取扱業務、通関業務および流通加工業務等を行う国内物流
事業ならびに国際複合一貫輸送業務（NVOCC）を中心とした海外輸送業務、海外との輸出入貨物
取扱業務および海外での現地作業等を行う国際物流事業を主な事業として取り組んでおります。

各事業の内容は以下のとおりであります。
① 国内物流事業

倉庫業 寄託を受けた貨物を倉庫に保管し、その対価として保管料を収受する事業で
あります。また、倉庫保管業務に関連して貨物の入出庫およびこれに付帯す
る諸作業を倉庫荷役として行い、その対価として荷役料を収受する事業であ
ります。

港湾運送業 港湾において、海上運送に接続して貨物の船積みおよび陸揚げの作業とその
荷捌きを行い、その対価として港湾運送料金を収受する事業であります。

貨物運送取扱業 荷主の依頼を受けて、運送事業者の行う運送を利用しての貨物の運送もしく
は貨物の運送の取次等を行い、その対価として運賃・料金を収受する事業で
あります。

その他関連業務 輸出入貨物の通関業務、当社倉庫内での流通加工業務を行い、料金を収受す
る事業および物流関連施設を賃貸し、その対価として賃貸料を収受する業務
であります。

② 国際物流事業
国際運送取扱業 荷主の依頼を受けて、陸海空の各種輸送手段を結合し、輸出入貨物の国際間

複合輸送の取次等を行い、その対価として運賃・料金を収受する事業であり
ます。

倉庫業 寄託を受けた貨物を倉庫に保管し、その対価として保管料を収受する事業で
あります。また、倉庫保管業務に関連して貨物の入出庫およびこれに付帯す
る諸作業を倉庫荷役として行い、その対価として荷役料を収受する事業であ
ります。

③ その他 太陽光発電による売電事業、不動産の賃貸事業および物流資材の販売事業等
であります。
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シンガポール
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米国

中国（上海）
中国（香港）
フィリピン

ベトナム
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（6）主要な事業所（2025年３月31日現在）

当 社

本 社 神戸市
営 業 部 東京都中央区
国 際 部 東京都中央区
通 関 部 神戸市
神 戸 支 店 神戸市
大 阪 支 店 大阪市
名古屋支店 名古屋市
京 浜 支 店 横浜市

川西ファインサービス株式会社 神戸市
川 西 港 運 株 式 会 社 神戸市
株 式 会 社 メ イ サ ク 名古屋市
株 式 会 社 マ ル カ 陸 運 横浜市
KAWANISHI LOGISTICS（S）PTE.LTD. シンガポール
THAI KAWANISHI LIMITED タイ
PT KAWANISHI WAREHOUSE INDONESIA インドネシア
KAWANISHI LOGISTICS(AMERICAS) INC. アメリカ

（注）2025年４月１日付で京浜支店を分割し、横浜支店と東京支店に組織改編しております。

国内 川西倉庫が誇る、
国内物流サービス・ネットワーク

1918年設立以来、物流業の老舗として国内
主要貿易港を中心に普通倉庫･冷蔵倉庫を展開
し、港湾運送から保管、通関、流通加工、輸配
送まで一貫した物流サービス体制を実現してい
ます。

海外 充実した
海外物流サービス・ネットワーク

生産地から消費地までの物流一元化をテーマ
に、海外現地法人、駐在員事務所を軸に現地代
理店との緊密な連携により迅速で、安全かつあ
らゆる形態の国際物流に対応できるサービス体
制を実現しています。
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（7）使用人の状況（2025年３月31日現在）
①企業集団の使用人の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減
632（30）名 ＋15（△６）名

（注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外書で記載しております。

②当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
404名 ― 38.8歳 14.7年

（注）使用人数は就業人員であり、他社からの出向者を含み、他社への出向者を除外しています。

（8）主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
借入先 借入額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,430百万円
株式会社日本政策投資銀行 2,320
横 浜 市 1,611
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,371
神 戸 市 388
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２ 会社の現況
（1）株式の状況（2025年３月31日現在）
①発行可能株式総数 30,000,000株
②発行済株式の総数 8,258,322株
③株主数 11,905名
④大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

大 和 製 衡 株 式 会 社
千株

1,293
％

16.57
川 西 多 美 564 7.22
川 西 央 也 488 6.25
日 本 毛 織 株 式 会 社 380 4.86
川 西 康 夫 324 4.15
川 西 二 郎 223 2.85
多 島 晶 子 215 2.75
大 嶽 敬 子 206 2.63
株式会社川西勝三商会 201 2.57
株式会社みずほ銀行 200 2.56

（注）１．当社は自己株式452,275株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式（452,275株）を控除して計算しております。
３．当社は、「株式給付信託（BBT）」を導入しており、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が当社株式159,400株を有してお

ります。
同社が所有する当社株式については、自己株式に含めておりません。

⑤当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
該当事項はありません。

⑥その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

（2）新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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（3）会社役員の状況
①取締役の状況（2025年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 若 松 康 裕 [重要な兼職の状況]
日本毛織株式会社社外取締役

代 表 取 締 役 社 長 川 西 二 郎

常 務 取 締 役 高 杉 誠 管理企画部門管掌

取 締 役 笠 原 謙 国際部門・港運部門管掌

取 締 役 長 島 聡 国内部門管掌

取 締 役
（監査等委員・常勤) 八 杉 勝 英

取 締 役
（監 査 等 委 員） 虎 頭 信 宏 [重要な兼職の状況]

弁護士法人東町法律事務所弁護士
取 締 役
（監 査 等 委 員） 公 江 正 典 [重要な兼職の状況]

協立監査法人代表社員
（注）１．取締役（監査等委員）八杉勝英、虎頭信宏、公江正典の３氏は、社外取締役であります。

２．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、八杉
勝英氏を常勤の監査等委員として選定しております。

３．取締役（監査等委員）公江正典氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するもので
あります。

４．当社と各社外取締役（監査等委員を含む。）は、会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額としております。

５．当社は、当社の取締役（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第1項に規定する役員
等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、保険料は全額当社が負担しております。
当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が塡補するものであり、１年ごとに更新してお
ります。
なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約の免責事項としており、また、塡補
する額についての限度額を設けることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じてお
ります。

６．取締役（監査等委員）八杉勝英、虎頭信宏、公江正典の３氏は、株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相
反が生じるおそれのない独立役員であります。
当社の「社外取締役の独立性に関する基準」については、29頁をご参照ください。
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７．当事業年度中の取締役の地位および担当等の異動
該当事項はありません。
【ご参考】執行役員の状況（2025年４月１日現在）

氏 名 役 職

福 井 利 明 上席執行役員
国内部門東日本担当

横 山 正 典 上席執行役員
国内部門西日本担当

飛 永 英 利 執行役員
経営企画部長

細 川 晃 伸 執行役員
人事部長

福 田 浩 一 執行役員
情報システム部長

片 岡 利 英 執行役員
国際部長

中 村 浩 幸 執行役員
神戸支店長

谷 口 雄 志 郎 執行役員
名古屋支店長

山 田 雄 司 執行役員
横浜支店長
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②取締役に支払った報酬等の総額
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動

報 酬 等
役員退職
慰 労 金

左記のうち、
非金銭報酬等

取 締 役
（監査等委員を除く。） 129,954 83,184 46,770 ― 12,720 ５

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

19,800
（19,800）

19,800
（19,800）

―
―

―
―

―
―

４
（４）

合 計
（うち社外取締役）

149,754
（19,800）

102,984
（19,800）

46,770
―

―
―

12,720
―

９
（４）

（注）１．上表には、2024年6月25日開催の第167回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役（監査等委員）１名を含んでお
ります。

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役（監査等委員を除く。）の支給額には、業績連動型株式報酬（BBT(＝Board Benefit Trust))として当事業年度における

取締役（監査等委員を除く。）５名分、12,720千円を含めております。
４．2008年６月27日開催の第151回定時株主総会において、役員退職慰労金の打切り支給を決議しております。当事業年度末現在

における今後の打切り支給予定額は、以下のとおりであります。なお、支給時期は各役員の退任時としております。
取締役（監査等委員を除く。） １名 3,080千円

ロ．当事業年度において支払った役員退職慰労金
該当事項はありません。

ハ．業績連動報酬等に関する事項
業績連動報酬等に係る業績指標は当社の経営方針である経営基盤の安定と強化、利益率の改
善に即したものとして、連結営業利益を用いております。なお、当事業年度における業績連
動報酬に係る指標の目標は、連結営業利益1,200百万円で、実績は1,027百万円となってお
ります。

ニ．取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員を除く。）の金銭報酬の額は、2016年６月28日開催の第159回定時株主
総会において、年額180百万円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与
は含まない）。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は、５名であり
ます。
また、2016年６月28日開催の第159回定時株主総会において、取締役（監査等委員を除
く。）に対する業績連動型株式報酬制度を導入し、その限度額は３事業年度を対象として合計
77百万円、株式報酬として付与されるポイントの総数の上限は１事業年度当たり36,100ポ
イントと決議しております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数
は、５名であります。
取締役（監査等委員）の金銭報酬の額は、2016年６月28日開催の第159回定時株主総会に
おいて、年額40百万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委
員）の員数は、３名（全員社外取締役）であります。
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③取締役の報酬等の内容についての決定に関する方針
当社は、2022年３月14日取締役会にて取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ）の

個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。
また、決定方針等の客観的・透明性を図るため、独立社外取締役が過半数を占める報酬会議にお

ける審議を経て、取締役会決議に基づき決定します。当該手続きを経ていることから、その内容が
決定方針に沿うものであると判断しております。
取締役の報酬等の決定方針の内容は次のとおりです。
１．基本方針
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能する

よう株主利益と連動した報酬体系としております。
２．固定報酬（金銭報酬）に関する方針
取締役の固定報酬（金銭報酬）は、役位、職責、在任年数に応じて、経営状況、世間水準、従

業員給与最高額とのバランスも考慮しながら、総合的に勘案して決定した報酬総額の60％に相当
する額とします。
３．業績連動報酬に関する方針
取締役の業績連動報酬は、上記と同様に決定した報酬総額の40％に相当し、その内訳は30％

に相当する業績連動金銭報酬と10％に相当する業績連動による株式給付にて構成し、方針に基づ
いて算出されるポイント数に換算して付与します。業績連動による金銭報酬および株式給付は、
期初に公表する連結営業利益額の達成率に比して連動します。それぞれの算出方法は、業績連動
金銭報酬は、ポイント数に係数と前事業年度におけるVWAP（売買高加重平均価格）の年間平均
を乗じて換算し翌事業年度における月額報酬とします。
業績連動による株式給付は、算出されたポイント数（１ポイント当たり当社普通株式１株に換

算）として付与し、退任時に当社が定める規定の条件を満たした場合に給付を受ける権利を取得
します。

④社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
・取締役（監査等委員）虎頭信宏氏は、弁護士法人東町法律事務所の弁護士であります。当社
は弁護士法人東町法律事務所と法律顧問契約を締結しております。

・取締役（監査等委員）公江正典氏は、協立監査法人の代表社員であります。当社は協立監査
法人との間には特別の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況
・取締役会および監査等委員会への出席状況および発言状況
区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役
（監査等委員・常勤） 八 杉 勝 英

2024年６月25日就任以降、当事業年度開催の取締役会13回全
てに、また、監査等委員会10回全てに出席し、企業経営の豊富
な経験および見識を活かし、常勤監査等委員として議案審議等に
必要な発言を適宜行っております。また、内部監査部門との連携
を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機能の強化に寄与して
おり、社外取締役（監査等委員）として期待される役割を果たし
ております。

取 締 役
（監査等委員） 虎 頭 信 宏

当事業年度開催の取締役会17回全てに、また、監査等委員会14
回全てに出席し、弁護士としての専門的見地から、主に法律・コ
ンプライアンスに関する議案審議等に必要な発言を適宜行ってい
ることから、社外取締役（監査等委員）として期待される役割を
果たしております。

取 締 役
（監査等委員） 公 江 正 典

当事業年度開催の取締役会17回全てに、また、監査等委員会14
回全てに出席し、公認会計士としての専門的見地から、主に財
務・会計に関する議案審議等に必要な発言を適宜行っていること
から、社外取締役（監査等委員）として期待される役割を果たし
ております。

ハ．責任限定契約の内容の概要
当社は社外取締役（監査等委員）八杉勝英、虎頭信宏、公江正典の３氏との間で会社法第
427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最
低責任限度額としております。
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ニ．社外取締役の独立性に関する基準
当社は下記内容の「社外取締役の独立性に関する基準」を設けています。

記
当社における社外取締役が以下のいずれにも該当しない場合に独立性を有すると認定する。
また、当該認定をした場合に独立役員として指定することができるものとする。

１．過去３事業年度のうちいずれかの１事業年度当たり、当社グループ（注１）の主要な取
引先（注２）またはその業務執行者（注３）である者

２．当社グループから役員報酬以外に過去３事業年度のうちいずれかの１事業年度当たり、
1,000万円以上の金銭その他の財産を得ている法律、会計若しくは税務の専門家または
コンサルタント（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合には、当該団
体に所属する者をいう。）

３．直近事業年度において当社の大株主（総議決権の10％以上の株式を保有する者）または
その業務執行者である者

４．当社の会計監査人である監査法人に所属する者またはその出身者である者（過去５年間
に限るものとする）

５．当社グループの取締役および監査役と親族関係（２親等以内）の者
６．社外取締役就任時点において当社グループとの間で、社外役員を相互に派遣して就任し

ている場合
７．当社グループから過去３事業年度のうちいずれかの１事業年度当たり1,000万円以上の

金銭その他の財産の寄付を受けている団体の業務を執行する役員の場合

（注１）当社グループとは当社および当社の連結子会社をいう。
（注２）主要な取引先とは、当社グループとの取引において、支払額または受取額が、当社グループまたは取引先の連結売

上高の２％以上を占めている者をいう。
（注３）業務執行者とは、取締役（社外取締役を除く。）、執行役、執行役員および使用人等の業務を執行する者をいう。

以 上
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（4）会計監査人の状況
①名称 ネクサス監査法人
（注）当社の会計監査人であった神陽監査法人は2024年６月25日開催の第167回定時株主総会の終結の時をもって任期満了により退任

いたしました。
②報酬等の額

支払額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000千円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 21,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区
分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を含めて記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠が適切であるかどうかに
ついて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社のうち、在外子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人が監査を担当しております。

③会計監査人の解任または不再任の決定の方針
取締役会は、当社都合の場合の他、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その他必要が

あると判断した場合は、監査等委員会が議案の内容を決定したうえで、または、監査等委員会の請
求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的にすることといたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等
委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解
任した旨と解任の理由を報告いたします。

（5）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と位置付け、安定配当を継続することを

基本とし、業績ならびに今後の事業展開等を勘案して配当を行う方針としております。
2025年５月13日開催の取締役会において「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対

応」に係る対応方針を決議し、企業価値向上に向けた株主還元の強化に取り組んでおります。
【株主還元方針】
・配当性向35％以上目標（中期経営計画『Vision2027事業領域の拡大』の最終年度）
・前年を上回る配当額を目指す
・最適資本構成に向けた株主還元を実施

（注）本事業報告中に記載の金額および株式数の表示については、いずれも表示単位未満を切り捨てております。
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連結計算書類
連結貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、営業未収入金及び契約資産
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
港 湾 等 施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

9,615,350
5,269,893
3,756,389
145,110
445,070
△1,113

28,764,753
22,419,361
12,326,739
1,744,292
183,729

6,414,704
875,631
874,264

2,593,810
1,897,534

47,263
649,011

3,751,582
1,638,208

240
193,429
107,864
799,585
41,449

979,058
△8,254

流 動 負 債 4,956,599
支 払 手 形 及 び 営 業 未 払 金 1,705,781
短 期 借 入 金 1,815,348
未 払 費 用 88,681
未 払 法 人 税 等 376,798
賞 与 引 当 金 315,149
リ ー ス 債 務 118,579
そ の 他 536,260

固 定 負 債 8,998,663
長 期 借 入 金 6,307,046
繰 延 税 金 負 債 201,275
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,359,728
役 員 株 式 給 付 引 当 金 135,513
リ ー ス 債 務 301,338
資 産 除 去 債 務 458,163
そ の 他 235,597
負 債 合 計 13,955,262
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 19,830,146
資 本 金 2,108,000
資 本 剰 余 金 1,907,539
利 益 剰 余 金 16,376,616
自 己 株 式 △562,009
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 1,478,972
その他有価証券評価差額金 704,875
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 92,085
為 替 換 算 調 整 勘 定 719,680
退職給付に係る調整累計額 △37,669
非 支 配 株 主 持 分 3,115,722
純 資 産 合 計 24,424,841

資 産 合 計 38,380,104 負 債 純 資 産 合 計 38,380,104
（注）千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 25,542,740
営 業 原 価 21,695,100

営 業 総 利 益 3,847,640
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,820,191

営 業 利 益 1,027,449
営 業 外 収 益

受 取 利 息 58,253
受 取 配 当 金 50,098
不 動 産 賃 貸 料 22,287
為 替 差 益 51,412
そ の 他 18,875 200,927

営 業 外 費 用
支 払 利 息 48,960 48,960
経 常 利 益 1,179,416

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,125
投 資 有 価 証 券 売 却 益 16,978
補 助 金 収 入 78,171 96,276

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 21,771
投 資 有 価 証 券 評 価 損 46,457
減 損 損 失 41,722
役 員 退 職 慰 労 金 5,210 115,160

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,160,532
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 509,689
法 人 税 等 調 整 額 △72,196 437,493
当 期 純 利 益 723,038
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 （△） △23,405
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 746,444

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,108,000 1,907,539 15,840,935 △562,009 19,294,465
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △210,763 △210,763
親会社株主に帰属する当期純利益 746,444 746,444
自 己 株 式 の 取 得 − −
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 − − 535,680 − 535,680
当 期 末 残 高 2,108,000 1,907,539 16,376,616 △562,009 19,830,146

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 665,784 52,267 514,527 92,890 1,325,471 2,925,251 23,545,188
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △210,763
親会社株主に帰属する当期純利益 746,444
自 己 株 式 の 取 得 −
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 39,090 39,818 205,152 △130,560 153,501 190,470 343,971

当 期 変 動 額 合 計 39,090 39,818 205,152 △130,560 153,501 190,470 879,652
当 期 末 残 高 704,875 92,085 719,680 △37,669 1,478,972 3,115,722 24,424,841

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類
貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
営 業 未 収 入 金
契 約 資 産
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
借 地 権
港 湾 等 施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

7,385,116
3,560,388

88,625
3,245,013

95,493
108,042
288,666
△1,113

26,004,137
17,442,295
8,963,102
216,634

1,524,178
85,386

108,649
5,702,331
835,048

6,964
2,578,002
433,330

1,897,534
32,579

214,557
5,983,839
1,624,075
3,189,392

5,400
240

66,474
40,799

777,282
287,274
△7,100

流 動 負 債 4,763,742
営 業 未 払 金 1,750,713
１年内返済予定の長期借入金 1,815,348
未 払 金 369,522
未 払 費 用 55,105
未 払 法 人 税 等 321,836
前 受 金 50,903
未 払 消 費 税 等 13,106
預 り 金 46,262
賞 与 引 当 金 236,188
リ ー ス 債 務 104,755

固 定 負 債 8,422,601
長 期 借 入 金 6,307,046
繰 延 税 金 負 債 218,281
退 職 給 付 引 当 金 794,823
役 員 株 式 給 付 引 当 金 135,513
リ ー ス 債 務 273,176
資 産 除 去 債 務 458,163
そ の 他 235,597
負 債 合 計 13,186,344
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 19,405,948
資 本 金 2,108,000
資 本 剰 余 金 1,877,375
資 本 準 備 金 1,862,230
そ の 他 資 本 剰 余 金 15,144
利 益 剰 余 金 15,982,582
利 益 準 備 金 304,976
そ の 他 利 益 剰 余 金 15,677,606
配 当 引 当 積 立 金 1,000,000
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 895,260
別 途 積 立 金 8,400,000
繰 越 利 益 剰 余 金 5,382,345

自 己 株 式 △562,009
評 価 ・ 換 算 差 額 等 796,961
その他有価証券評価差額金 704,875
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 92,085
純 資 産 合 計 20,202,910

資 産 合 計 33,389,254 負 債 純 資 産 合 計 33,389,254
（注）千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 23,910,598
営 業 原 価 20,653,301

営 業 総 利 益 3,257,296
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,338,318

営 業 利 益 918,978
営 業 外 収 益

受 取 利 息 840
受 取 配 当 金 304,268
為 替 差 益 55,873
不 動 産 賃 貸 料 20,137
そ の 他 13,621 394,741

営 業 外 費 用
支 払 利 息 48,369 48,369
経 常 利 益 1,265,350

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 225
投 資 有 価 証 券 売 却 益 16,978
補 助 金 収 入 78,171 95,376

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 21,392
投 資 有 価 証 券 評 価 損 41,746
減 損 損 失 41,722 104,860

税 引 前 当 期 純 利 益 1,255,866
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 406,962
法 人 税 等 調 整 額 △54,270 352,691
当 期 純 利 益 903,174

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：千円）

資本金

株主資本
資本剰余金 利益剰余金

利益
剰余金合計資本

準備金
その他

資本剰余金
資本

剰余金合計
利益
準備金

その他利益剰余金
配当引当
積立金

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,108,000 1,862,230 15,144 1,877,375 304,976 1,000,000 949,205 8,400,000 4,635,989 15,290,171
当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 △53,944 53,944 −
剰 余 金 の 配 当 △210,763 △210,763
当 期 純 利 益 903,174 903,174
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 − − − − − − △53,944 − 746,355 692,411
当 期 末 残 高 2,108,000 1,862,230 15,144 1,877,375 304,976 1,000,000 895,260 8,400,000 5,382,345 15,982,582

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
繰延

ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △562,009 18,713,537 665,784 52,267 718,052 19,431,590
当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 − −
剰 余 金 の 配 当 △210,763 △210,763
当 期 純 利 益 903,174 903,174
自 己 株 式 の 取 得 − − −
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 39,090 39,818 78,909 78,909

当 期 変 動 額 合 計 − 692,411 39,090 39,818 78,909 771,320
当 期 末 残 高 △562,009 19,405,948 704,875 92,085 796,961 20,202,910

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年５月16日

川西倉庫株式会社
取締役会 御中

ネクサス監査法人
大阪府大阪市

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 森 田 知 之
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 川 本 恭 兵

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、川西倉庫株式会社の2024年４月１日から2025

年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、川西倉庫株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結
計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2025年５月16日
川西倉庫株式会社
取締役会 御中

ネクサス監査法人
大阪府大阪市

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 森 田 知 之
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 川 本 恭 兵

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、川西倉庫株式会社の2024年４月１日から

2025年３月31日までの第168期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事
項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第168期事業年度の取締役の職務の執
行を監査いたしました。その方法及びその結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の

内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明すると
ともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、管理部門および監査室と連携の上、重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 ネクサス監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 ネクサス監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月19日
川西倉庫株式会社 監査等委員会

常勤監査等委員 八杉 勝英 ㊞
監 査 等 委 員 虎頭 信宏 ㊞
監 査 等 委 員 公江 正典 ㊞

（注）監査等委員 八杉勝英、虎頭信宏、公江正典は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に定める社外取締役であります。
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